
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に関して、貸借対照表日において、継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象又は状況は存在しない。

　(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

収益事業在庫品……低価法によって評価している。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

①建物付属設備、什器備品、ソフトウェア……定額法による減価償却を実施している。

②リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　(3) 引当金の計上基準

・退職給付引当金……役職員の退職給付に備えるため、期末要支給額の100％に相当する金額を計上

　している。

・賞与引当金……職員に対する賞与及び賞与に係る社会保険料の支給に備えるため、支給見込額の

　うち当期に帰属する額を計上している。

　(4) リース取引の処理方法

　(5) 消費税等の会計処理

(単位：円）

科　　　　目

退職給付引当資産

減価償却引当資産

経営基盤強化引当資産

合　　　計

(単位：円）

退職給付引当資産

減価償却引当資産

経営基盤強化引当資産

合　　　計

５．固定資産の取得価額、減価償却累計及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

建物付属設備

什器備品

リース資産

ソフトウェア

合　　　計

46,309,438 (0) (46,309,438)

(0)

41,937,932 20,968,968

233,269,267 0 86,738,128

356,719,421 33,550,327 116,155,171

274,114,577

（うち指定正味財産

28,662,960 20,790,204 7,872,756

146,452,705 67,099,642 79,353,063

62,906,900

27,719,087 161,822 27,557,265

27,163,758 4,209,684 22,954,074

146,531,139 (0)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

81,274,000

61,116,154 14,610,327 29,417,043 46,309,438

(うち負債に

146,531,139

（うち一般正味財産

(81,274,000)

当期末残高

リース会計基準に準拠して処理している。

からの充当額）

274,114,577

４．特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　目

３．特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

からの充当額） 対応する額）

当期末残高

(0)

(0) (192,840,577)

(146,531,139)

(81,274,000)

―

―

２．重要な会計方針

62,334,000 18,940,000 0 81,274,000

前期末残高 当期増加額 当期減少額

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。
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６．リース取引関係

ファイナンス・リース取引

　リース資産の内容

　　　その他固定資産

　　　　法人事務所におけるコピー機（複合機）、基幹ｼｽﾃﾑ及びｻｰﾊﾞｰである。
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